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今の経済状況に適合した経営哲学から導かれる教育の柱
こういった経営哲学の変換ができれば、要するに、利益体質の事業変換をさせることができる。だから大事を、一から個別企業で行う必要はないのだ。競合他社より一歩リードするだけで結果は直ぐに出る。
そのためには、教育から始めなければならないのだ。
会社の言うことを聞くように、事細かく「形」ばかりを教えるのは訓練であり、それは教育ではない。教育とは、言い換えれば、こういった「経営哲学を変換」する能力を身につけさせることでもあるのだ。前のメルマガにも述べたが、日本企業の社是・社訓というのは、創業時のものばかりであって、事業を継続するとか、時代環境に事業を合わせるといったものがないのである。おまけに、過去の経済環境時代のものばかりだ。
とりわけ、対人サービスを行う労働者は、部門の長を先頭にお門違いの訓練を徹底している場合が多く、経営不振を自ら招いてしまうようなことは、日常茶飯事なのだ。倒産した後に自然淘汰だったと悔やむのは、まだ少しは経済感覚の残っている人だ。だから総務人事部門の仕事はここで重要なのだ。
　　訓練しか受けてない人物に、一生懸命に勉強して仕事をしろといえば、益々訓練の成果は上がるかもしれない、ただし、それとて不安定不確実な話だが。ところが、その訓練を自ずと規定した経営哲学が未変換だとすれば、その訓練を重ねた末の賜物は業績不振を拡大するばかりだ。その現象をチェックする項目としては、手間の割には売り上げがないといった、作業単位当たりの人件費コストの増大である。この現象に経営者が気付かなければ、倒産を招くようなことになるのである。
今の経済状況に適合した経営哲学から導かれる教育の柱は、
1. 接客方法（親切行為を現すには、客からの世間話に応じる方法その他）
2. 商品知識の活用（客の生活意欲・受容感動・将来希望の三つを同時に叶える）
3. 提供する価値（効用価値や使用価値に、どんな固有価値をプラスしたか）
4. 直接間接のリピート（再来してくれる客だけでなく、廻り回って経済循環するか）
といた具合になるのである。最初の教育目標は「客から相談」が来るようになる事である。
　ことに、生活文化型商品に固有価値を付加した場合は、いかに客と共有するかである。商品の由来・作り手の技・長きに重宝させるコツといったコンテキストを、客と相互理解することのプロセスが貴重となる。これが、価格評価の基礎となり、価格が相場決定となる。フェア取引が行われるから値崩れもしない。
アメリカの経済学者コーエン（自称オーストリア学派）でさえ、著書の「大停滞」（NTT出版）のなかで、「科学的なマネジメント手法」（98ｐ）並びに「（教育にもとづく）科学者の重要性」（125ｐ）を訴えている。コーエンは自称オーストリア学派なので、経済学でいうところの、「効用価値により消費財の価値は証明できる。」とする学者である。人間の労働や努力に価値を見出さない学者だから、さほど固有価値を議論したがらないのだが、その彼であっても、経営の科学的手法と全学問分野の科学者の重要性を説いている。
このコーエンの説は、本当の意味での経営哲学の変換と社員教育を、貴方がアッピールするときも、数ある経済学説に共通する概念だから、個別企業再生の定石と言える根拠になるものである。
貴方の職場では、手間の割に売上があがっているのか、「仕事がない！」と云ってブラブラさせていないで、メリハリをつけて今の仕事は効率的に片付け、あえて時間を作って、経営哲学を変換する教育を始めるべきなのである。
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